
京 都 大 学 国 際 高 等 教 育 院 規 程 新 旧 対 照 表 

改   正   前 改   正   後 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人京都大学の組織に

関する規程（平成１６年達示第１号）第４７条第２

項の規定に基づき、京都大学国際高等教育院（以下

「教育院」という。）に関し必要な事項を定める。 

 

（教養・共通教育の実施責任） 

第２条 教育院は、京都大学（以下「本学」という。）

における教養・共通教育を実施するとともに、教養・

共通教育全体の企画及び運営を総括する。 

 

 

 

 

（教養・共通教育の理念） 

第３条 前条の教養・共通教育は、各学部の行う学部

教育と併せて、個々の学問領域を超えた幅広い分野

に共通する基礎的な知識及び方法を教授するととも

に、学生が高度な学術文化に触れることを通して豊

かな人間性を育むための教育を実施することを目的

として、教養教育科目、基礎教育科目、外国語教育

科目等を適切に履修することができるよう教育課程

を編成して実施する。 

 

 

 

 

 

 

（教育院長） 

第４条 教育院に、教育院長を置く。 

２ 教育院長は、本学の副学長又は専任の教授のうち

から、総長が教育研究評議会の議を踏まえて指名す

る。 

３ 教育院長の任期は、２年の範囲内で総長が定める。

ただし、指名する総長の任期の終期を超えることは

できない。 

４ 教育院長は、再任されることがある。 

５ 教育院長は、教育院の業務を掌理するとともに、

本学における教養・共通教育の責任者として、その

実施並びに企画及び運営について統括する。 

 

 

（中 略） 

 

第２１条 （略） 

 

 

 （趣旨） 

第１条 （同 左） 

 

 

 

 

（教養・共通教育等の実施責任） 

第２条 教育院は、京都大学（以下「本学」という。）

における教養・共通教育を実施するとともに、教養・

共通教育全体の企画及び運営を総括する。 

２ 前項に定めるもののほか、教育院は、本学におけ

る大学院共通・横断教育を実施するとともに、大学

院共通・横断教育の企画及び運営を総括する。 

 

（教養・共通教育等の理念） 

第３条 前条第１項の教養・共通教育は、各学部の行

う学部教育と併せて、個々の学問領域を超えた幅広

い分野に共通する基礎的な知識及び方法を教授する

とともに、学生が高度な学術文化に触れることを通

して豊かな人間性を育むための教育を実施すること

を目的として、教養教育科目、基礎教育科目、外国

語教育科目等を適切に履修することができるよう教

育課程を編成して実施する。 

２ 前条第２項の大学院共通・横断教育は、各研究科

の行う大学院教育に加えて、その専門的知識や能力

を活かすうえで有用な能力を涵養することを目的と

して、科目等を適切に履修することができるよう教

育課程を編成して実施する。 

 

 （教育院長） 

第４条 

２ 

 

 

３ 

 

 

４ 

５ 教育院長は、教育院の業務を掌理するとともに、

本学における教養・共通教育及び大学院共通・横断

教育の責任者として、その実施並びに企画及び運営

について総括する。 

 

 

 

第２１条 （同 左） 

 

 

（同 左） 
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（大学院共通・横断教育基盤） 

第２１条の２ 教育院に、第２条第２項に定める業務

を行うため、大学院共通・横断教育協議会及び大学

院教育部を置く。 

２ 前項の大学院共通・横断教育協議会及び大学院教

育部で、大学院共通・横断教育基盤（以下「基盤」

という。）を構成する。 

 

（大学院共通・横断教育協議会） 

第２１条の３ 大学院共通・横断教育協議会（以下「基

盤協議会」という。）は、各研究科の意向を前提とす

る大学院共通・横断教育の実施方針及び教育課程の

編成方針の策定に関すること等、基盤の重要事項を

審議する。 

 

第２１条の４ 基盤協議会は、次の各号に掲げる協議

員で組織する。 

(1) 教育院長 

(2) 副教育院長 

(3) 各研究科長（学部長を兼ねるものに限る。） 

(4) エネルギー科学研究科、アジア・アフリカ地域

研究研究科、情報学研究科、生命科学研究科、総

合生存学館及び地球環境学堂の長のうちから１名 

(5) 研究所長又はセンター長 １名 

(6) 教育部長 

(7) 教育院長が必要と認める研究科長 若干名 

 

第２１条の５ 第８条及び第９条の規定は、基盤協議

会について準用する。この場合において、「協議会」、

「前条第２号から第６号まで」とあるのはそれぞれ

「基盤協議会」、「前条第２号から第７号まで」と読

み替える。 

 

（大学院共通・横断教育企画評価専門委員会） 

第２１条の６ 基盤協議会に、大学院共通・横断教育

に係る次の各号に掲げる事項を審議し、基盤協議会

に提案させるため、大学院共通・横断教育企画評価

専門委員会（以下「基盤企画評価専門委員会」とい

う。）を置く。 

(1) カリキュラム編成に関すること。 

(2) 成績基準及び成績評価の方法に関すること。 

(3) 実施状況及び教育院の組織、運営等の状況の評

価並びにその結果を踏まえた科目、その内容及び

配分、教育方法等の改善方策等に関すること。 

(4) ファカルティ・ディベロップメントに関するこ

と。 

(5) その他基盤協議会が必要と認めること。 

 

第２１条の７ 基盤企画評価専門委員会は、次の各号



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に掲げる委員で組織する。 

(1) 教育院長及び副教育院長 

(2) 大学院教育部長（第２１条の１１第２項に定め

るものをいう。） 

(3) 第１１条第１項第３号及び第４号の委員のうち

から教育院長が必要と認める者 若干名 

２ 前項第３号の委員は、教育院長が委嘱する。 

 

第２１条の８ 第９条及び第１２条の規定は、基盤企

画評価専門委員会について準用する。この場合にお

いて、「協議会」、「協議員」、「企画評価専門委員会」

とあるのはそれぞれ「基盤企画評価専門委員会」、「委

員」、「基盤企画評価専門委員会」と読み替えるもの

とする。 

 

第２１条の９ 基盤企画評価専門委員会に、必要に応

じて大学院共通・横断教育科目に係る企画、立案及

び評価を行うため、専門分野の区分等に応じて部会

を置くことができる。 

２ 部会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから、

教育院長が委嘱する。 

(1) 基盤企画評価専門委員会委員 

(2) 関係研究科の教員 

３ 前２項に定めるもののほか、部会に関し必要な事

項は、基盤企画評価専門委員会が定める。 

 

第２１条の１０ 第１５条の規定は、基盤協議会及び

基盤企画評価専門委員会について準用する。この場

合において、「協議会」、「企画評価専門委員会」とあ

るのはそれぞれ「基盤協議会」、「基盤企画評価専門

委員会」と読み替える。 

２ 第２１条の３から前項までに定めるもののほか、

基盤協議会に関し必要な事項は、基盤協議会が定め

る。 

 

（大学院教育部） 

第２１条の１１ 大学院教育部は、大学院共通・横断

教育の実施に必要となる教育研究を行う。 

２ 前項の大学院教育部に、大学院教育部長を置く。 

３ 大学院教育部長は、教育院の専任の教授をもって

充てる。 

４ 大学院教育部長の任期は、２年とし、再任を妨げな

い。ただし、引き続き４年を超えることはできない。 

５ 大学院教育部長は、大学院教育部の業務をつかさ

どる。 

 

（教授会） 

第２１条の１２ 大学院教育部に、教授会を置く。 

２ 前項に定める教授会に関し必要な事項は、教育院



改   正   前 改   正   後 

 

 

 （附属センター） 

第２２条 教育院に、次に掲げる附属センター（以下

「センター」という。）を置く。 

国際学術言語教育センター 

日本語・日本文化教育センター 

 

２ 国際学術言語教育センターは実践的な言語運用能

力の向上に係る教育方法の開発及びこれに基づく教

育の実施並びにこれらの業務の実施に関し必要な調

査研究等を、日本語・日本文化教育センターは外国

人留学生に対する日本語及び日本文化教育並びに教

養・共通教育の実施にあたり必要となる外国人留学

生の受入及び学生の海外留学に係る支援等の業務を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

３ センターに、センター長を置き、本学の専任の教

授のうちから、協議会の議を経て、教育院長が指名

する。 

４ センター長の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

 

 （中 略） 

 

 （雑則） 

第２５条 この規程に定めるもののほか、本学の教

養・共通教育の実施に関し必要な事項は、協議会の

議を経て教育院長が定める。 

 

長が定める。 

 

 （附属センター） 

第２２条 教育院に、次に掲げる附属センター（以下

「センター」という。）を置く。 

国際学術言語教育センター 

日本語・日本文化教育センター 

データ科学イノベーション教育研究センター 

２ 国際学術言語教育センターは実践的な言語運用能

力の向上に係る教育方法の開発及びこれに基づく教

育の実施並びにこれらの業務の実施に関し必要な調

査研究等を行う。 

 

 

 

 

３ 日本語・日本文化教育センターは外国人留学生に

対する日本語及び日本文化教育並びに教養・共通教

育の実施にあたり必要となる外国人留学生の受入及

び学生の海外留学に係る支援等の業務を行う。 

４ データ科学イノベーション教育研究センターは、

情報学・統計学・数理科学に関する教育及びこれに

必要な調査研究等を行う。 

５ センターに、センター長を置き、本学の専任の教

授のうちから、協議会の議を経て、教育院長が指名

する。 

６ センター長の任期は、２年とし、再任を妨げない。 

 

 

 

 （雑則） 

第２５条 この規程に定めるもののほか、本学の教

養・共通教育の実施に関し必要な事項は協議会の、

大学院共通・横断教育の実施に関し必要な事項は基

盤協議会の議を経て教育院長が定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


